
『社会資本整備審議会 住宅宅地分科会 空き家対策小委員会におけるとりまとめの方向性（案）』 

に関するパブリックコメントの結果概要 

 

■ 実施期間：令和 4年 12 月 27 日（火）から令和 5年 1月 11 日（水）(16 日間) 

■ 告知方法：電子政府の総合窓口ホームページ 

■ 意見提出方法：電子政府の総合窓口(e-Gov)の意見提出フォーム、電子メール、FAX 

■ 意見数：４２の個人・団体から合計１１５件 

 

 

※ とりまとめの都合上、内容を適宜要約させていただいております。 

 

※ 可能な限り、頂いたご意見が網羅されるよう整理をしておりますが、一部、掲載されていないものもございます。これらのご意

見につきましても内容を確認させていただき、今後の施策の推進にあたって、参考とさせていただきます。 

 

※ また、とりまとめの方向性（案）と直接の関係がないため掲載しなかったご意見につきましても、今後の施策の推進に当たっ

て、参考とさせていただきます。 

  



○ とりまとめの方向性（案）に直接関連する又は記載された取組の実装に関するご意見とそれらに対する考え方 

「３．空き家対策に係る課題・問題意識（２）発生抑制や活用促進に係る課題」関係 

 パブリックコメントにおける主なご意見 見解・対応等 

1 空き家の残置物が活用や除却に対する課題となっているため課題とし

て記載すべき。 

ご指摘の点については、３．（２）「空き家問題を生じさせないように

するためには、相続時の迅速な対応が重要だが、相続前の話し合い不

足や多数の相続人の存在、所持品の処分などにより、活用に係る意思

決定に時間を要している現状がある。」において「所持品の処分」と

して記述されております。 

2 スペースシェアという空き家活用の新しい選択肢が、空き家の所有者

やその家族、空き家対策に携わる自治体・NPO 等の関係者において

十分に認識されていないことも課題として指摘すべきである。 

今後の空き家対策のあり方全体を議論する本小委員会のとりまとめに

おいて、すべての活用手法について取り上げることは困難ですが、頂

いたご意見については、今後の施策の検討・立案において参考とさせ

て頂きます。 

 

「３．空き家対策に係る課題・問題意識（３）適切な管理や除却の促進に係る課題 ② 地方自治体の抱える課題」関係 

 パブリックコメントにおける主なご意見 見解・対応等 

3 空き家所有者が生活保護受給者の場合、固定資産税の住宅用地特例の

解除をしても減免申請ができてしまうという制度的な課題がある。 

頂いたご意見については、今後の施策の検討・立案において参考とさ

せて頂きます。 

4 空き家の全部または一部を住宅以外の用途に活用する場合、空き家の

床面積の過半以上を住宅以外の用途として活用してしまうと住宅用地

特例の適用が受けられなくなってしまうことが、活用を阻害している

要因の一つとなっているのでないか。 

固定資産税の住宅用地特例は、居住の安定確保という観点から住宅の

敷地について税負担を軽減するものであるため、その性質を失った敷

地について特例を継続適用することは、難しいと考えております。 

 

「４．今後の空き家対策の方向性・取組（１）今後の空き家対策の基本的方向性」関係 

 パブリックコメントにおける主なご意見 見解・対応等 

5 全体を通じ、民間活力の活用をさらに進めるため、中心市街地の活性

化や地域の商工業へ空き家の活用を推し進める施策について、ふれて

ご指摘の点については、４．（１）の基本的方向性として、「地域経済

や・・・の活性化に繋げる。」とされるとともに、４．（３）②ⅲ）の



いただきたい。 

 

取組として「・地域特性等を踏まえた一定のエリアにおける重点的な

活用を促進する仕組み（所有者への働きかけや重点支援、接道・用途

規制の合理化など）を設ける。」とされております。加えて、ご指摘

を踏まえ、４．（３）②ⅱ）の取組について「・地方自治体や NPO 等

を含む民間事業者が、【中心市街地活性化】、観光振興、移住・定住促

進などの地域活性化や福祉対応、地域コミュニティの維持強化といっ

た地域のニーズに即した需要を掘り起こし、マッチングする等の活動

を促進する。」（【】は修正箇所）と追記しました。 

 

「４．今後の空き家対策の方向性・取組（２）発生抑制を図る取組」関係 

 パブリックコメントにおける主なご意見 見解・対応等 

6 空家法の制定以降、自治体の役割が増大し、特定空家等に対する相談・

苦情対応や所有者確知、除却補助金の交付等に対する人員・財政負担

が年々増加している。人口減が進み空き家の活用ニーズが低い地方部

では、特に空き家の発生抑制に関して抜本的対策を施す必要がある. 
こうした観点からは、地域の不動産業者や司法書士が中心となって活

動できる仕組みを構築することが有効だと思われる。指導という立場

ではなく、第三者的に所有者の立場での意見も反映され、進展につな

がりやすいと考える。 

４．（２）に「・地方自治体や空き家対策に取り組む NPO 等が、不動

産、建築、法務等の専門家と連携してセミナー・相談会の開催や相談

員の派遣等を行い、高齢の所有者に不足している情報を補完する。」

と記述されています。頂いたご意見については、本とりまとめに基づ

く取組を具体化する段階の参考とさせて頂きます。 

7 空き家になる前に所有者やその家族への情報提供は重要と考えます

が、意識の希薄な所有者等に対する有効なアプローチ・情報提供が難

しいため、有効な対応方法を検討すべき。 

ご指摘に関しては、４．（２）に「・地方自治体や空き家対策に取り

組む NPO 等が、不動産、建築、法務等の専門家と連携してセミナー・

相談会の開催や相談員の派遣等を行い、高齢の所有者に不足している

情報を補完する。」、「・空き家担当部局と福祉部局等とが連携して、

高齢の所有者に対し、住まいの終活を呼びかけるなどの対応を促進す

る。」等様々なアプローチが記述されています。 

8 空き家問題は発生前からの予防が重要であり、その観点から、小学校 ご指摘を踏まえ、４．（２）に「・【住宅を適切に管理し長く使って



時から住教育を行う、又は一定年齢以上の住宅所有者を対象に、自宅

は適切に管理する必要があることや空き家問題に関する教育する必要

がある。 

いくことや、空き家が周囲の生活環境や地域コミュニティに悪影響を

及ぼさないようにすることの重要性、さらには、空き家の発生抑制、

早期活用、管理・除却の取組などに関する】住教育を充実する。」

(【】は追記箇所)と追記し、住教育の内容を明確化しました。 

また、４．（２）に「・地方自治体や空き家対策に取り組む NPO 等

※が、不動産、建築、法務等の専門家と連携してセミナー・相談会の

開催や相談員の派遣等を行い、高齢の所有者に不足している情報を補

完する。」と記述されています。 

9 空き家問題は、ハード面からソフト面まで包含するものであり、いわ

ゆる縦割り行政では対応できない。空き家問題は終活の一つとして捉

え、そうした視点から横断的な対応ができる体制を構築する必要があ

る。 

４．（２）に「・空き家担当部局と福祉部局等とが連携して、高齢の

所有者に対し、住まいの終活を呼びかけるなどの対応を促進する。」

と記述されています。さらに、ご指摘を踏まえ４．（３）②に「・所

管を越えた空き家の利活用を促進するため、省庁間や地方自治体の部

局間の連携体制の強化、市区町村が設置する空き家対策協議会の構成

員の拡大を促進する。」の取組を追加しました。 

10 福祉部局との連携は重要と考えていますが、福祉部局への協力を依頼

しても、住宅政策は住宅部局（国交省）の事業であるとの主張から協

力を得ることが難しい状況です。住宅政策は福祉政策でもあるとの相

互理解を深める政策が必要です。 

頂いたご意見については、本とりまとめに基づく取組を具体化する段

階の参考とさせて頂きます。 

11 身寄りや扶養義務者のいない生活保護受給者や長期施設入所者等につ

いては、経済的な問題に加え意思決定等の問題もあり家屋の適切なメ

ンテナンスを実施することが困難な場合が多く管理不全の空き家とな

る可能性が高い、このため、行政内の生活保護部局と空き家部局の連

携を深め、情報の共有を進めるとともに、長期施設入所者のケースワ

ーカー等から空き家担当部局に当該入所者の所有する家屋の情報の提

供を可能とするべきではないか。 

ご指摘を踏まえ、３．（２）発生抑制や活用促進に係る課題として、

「・地方自治体内の空き家担当部局と福祉、産業振興やまちづくり等

の他の担当部局との連携が限定的となっており、空き家の発生抑制や

活用の取組は、必ずしも総合的なものとなっていない。」を追加しま

した。 

また、４．（２）に「・空き家担当部局と福祉部局等とが連携して、

高齢の所有者に対し、住まいの終活を呼びかけるなどの対応を促進す

る。」と記述されています。頂いたご意見については、本とりまとめ



に基づく取組を具体化する段階の参考とさせて頂きます。 

12 ４．（２）の取組「空き家担当部局と福祉部局等が連携して高齢の住

宅所有者への住まいの終活を呼びかけるなどの対応を促進」につい

て、住まいの終活は、高齢の所有者が生前に住まいを今後どうするの

か身内と話し合うきっかけになり、空き家になる前の活用を考えるこ

とから、空き家の発生抑制に効果があるものと考えています。そこで

他都市の取組みを集約し、情報提供していただければ、ありがたい。 

４．（１）今後の空き家対策の基本的方向性に「その際、地方自治体

や NPO、民間事業者、自治会等の先行・優良事例について、横展開を

推進する。」と記述されております。頂いたご意見については、本と

りまとめに基づく取組を具体化する段階の参考とさせて頂きます。 

 

13 空き家の問題はそもそも当事者意識が低く、空き家の所有者以外は他

人事ととらえていることが問題だと考えます。具体的な取組は市町村

が取り組むべきと考えますが、その前に、情報発信力のある国が、全

国規模で、国民全体が空き家問題に関心を持てるような取組をすべ

き。 

 

４．（１）今後の空き家対策の基本的方向性として、「法制度、予算、

税制、ガイドライン等の様々な政策ツールを活用しつつ、官民が連携

して総合的に取組を進める。」と記述されています。頂いたご意見に

ついては、本とりまとめに基づく取組を具体化する段階の参考とさせ

て頂きます。 

14 1 『継続的に検討する』という項目にありますが、高齢化が進む

中、意思決定能力への対応に必要な検討が欠けています。 

相続人にも認知機能に課題があり、相続登記もままならず対応が進ま

ない空き家が増えています。 

個人の権利にかかわるところですが、相続人も困っている状況があ

り、今後の検討ではなく早急な対策が求められます。 

ご指摘の点については、憲法に定める財産権に関わる慎重に検討すべ

き課題であり、継続的に検討する取組として整理されています。 

15 高齢、生活保護、健康状態等によって所有者等が対応することが不可

能な事例がある。その場合、所有者等に代わって管理責任を全うすべ

き者を設定するなどの仕組みは検討できないか。 

ご指摘の点は、４．（２）継続的に検討する取組とされた「意思決定

能力に欠ける所有者への対応はどうあるべきか。」に含まれておりま

す。 

 

「４．今後の空き家対策の方向性・取組（３）活用促進に向けた取組 ① 相続等により空き家を取得した段階での取組」関係 

 パブリックコメントにおける主なご意見 見解・対応等 

16 ４．（３）の「相続人への意識啓発・働きかけや相続時の譲渡等の促 ご指摘の点については、４．（２）「所有者やその家族の意識の醸成」



進」に関し、相続よりも前の段階からの啓発が必要である。また、国

民の関心を捕らえ、危機感を感じてもらうためには、こうした意識の

啓発にあたり、都道府県や国が広く広報に務めるべきである。 

において「所有者の生前で、かつ、判断能力が十分なうちから、その

家族も含め、「住宅を空き家としない」との意識が醸成されるよう、

「終活」の一環としての「空き家対策」の重要性や空き家のリスク等

について、所有者等への啓発や働きかけを促進する。」と記述されて

います。また、４．（１）今後の空き家対策の基本的方向性として、

「法制度、予算、税制、ガイドライン等の様々な政策ツールを活用し

つつ、官民が連携して総合的に取組を進める。」と記述されていま

す。頂いたご意見については、本とりまとめに基づく取組を具体化す

る段階の参考とさせて頂きます。 

17 第一回資料 5の「相続が行われず、権利関係が錯綜している物件につ

いて、全国的課題とされている」という意見に賛成です。権利者全員

が相続放棄して、責任者がいない場合はさらに対応が難しいので、

「危険な空き家を誰が管理するのか」「危険でない空き家だったら誰

が管理するのか」というところの明文化を求めます。特に、民法 940

条「相続の放棄をした者による管理」の規定の解釈の指針を示してほ

しい。 

空き家の管理については、空家法第 3条に「空家等の所有者又は管理

者は周辺の生活環境に悪影響を及ぼさないよう、空き家等の適切な管

理に努めるものとする」と規定されています。また、４（４）①所有

者の主体的な対応を後押しする取組として「所有者の責務の強化」が

記述されています。 

ご指摘の民法第 940 条については、「『空家等対策の推進に関する特別

措置法』に関する御質問について（平成 27 年１２月２５日付 国土

交通省住宅局住宅総合整備課・総務省地域力創造グループ地域振興室

から都道府県・政令市あて事務連絡）」において「民法第９４０条義

務を負うこととなる「最後に相続を放棄した者」は、まず空家法第３

条の努力義務を負うこととなりますが、民法第９４０条義務はあくま

で「相続人間のものであり、第三者一般に対する義務ではない」こと

から、「最後に相続を放棄した者」については、そのような民法第９

４０条第１項により義務付けられた範囲以上の努力義務を空家法上負

うことはない。」としています。なお、令和５年４月１日施行の民法

ではさらに、「その放棄の時に相続財産に属する財産を現に占有して

いるときは」と限定されています。 



18 具体的な取組「市町村の死亡や相続等に係る手続きの中で、相続人に

対して空き家のリスクや相談先を周知し、早期の決断を促進」につい

て、市区町村での死亡時の手続は多数あるため申請者は余裕がなく、

また、死亡時は所有者が確定していないため、登記事務を行う法務局

を中心に取り組んでもらいたい。 

頂いたご意見については、本とりまとめに基づく取組を具体化する段

階の参考とさせて頂きます。 

19 具体的な取組「市区町村の空き家担当部局が戸籍担当部局等と連携し

て相続人を把握し、空き家バンクへの登録を働きかけ。」について、

過去に戸籍担当部局へ情報提供を求めたところ、空家法は税に関する

情報提供のみを定めたもの、との理由・解釈により、断られたことが

あります。このため、国において情報提供に係る明確な基準を定めて

もらいたい。 

「「特定空家等に対する措置」に関する適切な実施を図るために必要

な指針（ガイドライン）」第 1章３．に「空家法第 10 条により、市町

村長は、固定資産税の課税その他の事務のために利用する目的で保有

する情報であって氏名その他の空き家の所有者等に関するものについ

ては、法の施行のために必要な限度において内部利用できる」とされ

ており、税に関する情報提供のみを定めたものでありません。引き続

き周知して参ります。 

20 具体的な取組「相続した空き家を耐震改修又は除却して譲渡した場合

の譲渡所得の特別控除制度の延長・拡充による空き家の早期譲渡を促

すインセンティブの拡大。」について、非常に重要かつ効果的な取組

である一方で、相続時に認知している者がすくないため、相続人や不

動産関連事業者への周知を進めてもらいたい。 

ご指摘を踏まえ４．（３）①について「相続した空き家を耐震改修又

は除却して譲渡した場合の譲渡所得の特別控除制度について、その延

長・拡充により、空き家の早期譲渡を促すインセンティブを拡大【す

るとともに、制度をわかりやすく周知する。】」と修正します。 

21 取組「市区町村の死亡や相続等に係る手続きの中で、相続人に対して

空き家のリスク（使わないと早く傷み資産価値も低減する、管理不全

になると住宅用地特例が不適用となる可能性等）や相談先を周知し、

早期の決断を促進。」について、相続人への早期の働きかけは重要と

考える一方で、死亡手続きに来られる遺族に対して、空き家のリスク

周知や早期の決断を促すような対応は慎重に行うべきであると考えま

す。 

頂いたご意見については、本とりまとめに基づく取組を具体化する段

階の参考とさせて頂きます。 

 

 



「４．今後の空き家対策の方向性・取組（３）活用促進に向けた取組 ② 空き家状態となった後の取組 ⅰ) 所有者へ活用を促す取組」

関係 

 パブリックコメントにおける主なご意見 見解・対応等 

22 空き家対策は地域性が出るものになります。市街地と郊外、山野で周

囲への影響や地価、土地の需要に差があります。山野にある周囲への

影響がない建物を解体する必要があるのでしょうか？解体費は所有者

が負担すべきものであり、補助をしてまで解体を進める必要はありま

せん。また、市街地の空き家も活用すべき、という内容もあります

が、直していつまで使えるか、そこにどこまで費用をかけるかという

視点がかけています。 

ご指摘の趣旨もふまえ４．（３）②の冒頭において「都市部・地方部

など地域を取り巻く状況を踏まえた取組の展開を促進する。」と記述

されているところです。また、４．（３）に記述されている活用方策

だけでなく、４．（４）に「特定空家など利活用が難しい空き家の除

却を更に円滑化する。」とされているように、空き家の適切な管理や

除却の促進についても取組を整理しております。 

23 空き家の残置物が活用や解体の課題となっており、残置物の処分に対

する支援を行うべき。 
４．（３）②の具体的な取組ⅲ）活用を促進する仕組みや支援の充実

として「・空き家活用に係るモデル的な取組への支援を強化するとと

もに、当該取組の横展開を図る。」が記述されてり、残置物の処分を

含めたモデル的な取組に対して支援を行ってまいります。 

24 取組「地域レベルで空き家をそのままにしない意識の醸成・地域コミ

ュニティの担い手である自治会等から、所有者への働きかけ」や

「 NPO 等の民間主体や地域コミュニティの活動を促進する取組」

を行う自治体への支援制度を構築して頂きたい。 

４．（３）②の具体的な取組ⅲ）活用を促進する仕組みや支援の充実

として「・空き家活用に係るモデル的な取組への支援を強化するとと

もに、当該取組の横展開を図る。」が記述されており、モデル的な取

組に対して支援を行ってまいります。 

25 取組「地域コミュニティの担い手である自治会等から、所有者への働

きかけを促進。」について、遠方にすむ所有者に対しては有効に作用し

ないのではないか。 

もともと居住していたが引っ越した場合など、遠方に居住する所有者

に対しても一定の効果はあるものと考えます。なお、４．(３）にご

指摘の自治会等からの働きかけも含め、各種取組が記述されていると

ころであり、総合的に取り組む必要があると考えられます。 

26 取組「地域コミュニティの担い手である自治会等から、所有者への働

きかけを促進。」について、所有者が遠隔地に居住する場合は限界があ

るため、人口の多い都市部の自治体との連携などをすすめる必要があ

るのではないか。 

ご意見を踏まえ、４．（３）②の具体的取組ⅰ）に「・地方自治体や

NPO 等による相談窓口の設置を促進するとともに、【遠隔地の所有者

にも対応可能なオンライン相談等の取組を促進する。】」(【】は追記

部分)を追加しております。 



27 所有者の修繕費用の負担が空き家の流通に係る課題となっている現状

に鑑み、個人でリフォームしなくても売却できる仕組みの推進が有効

ではないか。 

現状の空き家の流通において、リフォームは売主、買主どちらが実施

する場合もあると認識しています。また、４．（３）①の取組として

記載している「相続した空き家を耐震改修又は除却して譲渡した場合

の譲渡所得の特別控除制度」においては、空き家所有者ではなく買主

が耐震改修を行う場合も対象とするよう拡充したところです。 

28 近年、シェアリングエコノミーの普及により、空き家・空き店舗など

の使わないスペースを、マッチングサービスを通じて、時間貸し、民

泊、多拠点居住などの用途で活用する事例が多く生まれている。こう

したスペースシェアを含めた多様な選択肢の存在を、空き家の所有者

やその家族、空き家対策に携わる自治体・NPO 等の関係者が認識し、

連携して活用を促していくことが重要ではないか。 

頂いたご意見については、今後の施策の検討・立案において参考とさ

せて頂きます。 

29  「（２）発生抑制を図る取組」「（３）活用促進に向けた取組」「（４）

適切な管理の確保・除却の促進に向けた取組」において、空き家所有

者やその家族、空き家対策に携わる自治体・NPO 等の関係者に対し、

スペースシェアを含む多様な選択肢（上記提言資料 P9 参照）を啓発

し、その活用を促進する旨を追加すべきである。 

今後の空き家対策のあり方全体を議論する本小委員会のとりまとめに

おいて、すべての活用手法について取り上げることは困難ですが、頂

いたご意見については、今後の施策の検討・立案において参考とさせ

て頂きます。 

 

「４．今後の空き家対策の方向性・取組（３）活用促進に向けた取組 ② 空き家状態となった後の取組 ⅱ）活用需要喚起と活用希望者

の判断に資する情報提供の充実」関係 

 パブリックコメントにおける主なご意見 見解・対応等 

30 行政と専門家が連携し合いながら運営する相談窓口の充実は必要。特

に不動産価格の安い地域になればなるほど、専門家の収益性が乏しい

ため、それに対する行政側からの永続的な補助も必要 

相談窓口の充実に関するご意見については、４．（３）②ⅰ)の取組と

して「・地方自治体や NPO 等による相談窓口の設置を促進するととも

に、遠隔地の所有者にも対応可能なオンライン相談等の取組を促進す

る。」が記述されています。行政支援に関してのご意見については、

相談窓口の運営のあり方も含め、とりまとめに基づく取組を具体化す

る段階の参考とさせていただきます。 



31 「具体的な取組」において、以下の追加を検討いただきたい 
・空き家対策と活用（居住支援、創業支援 etc）の一体的対応（ワンス

トップ化）とコーディネート（関係機関をつなぐ人） 
・空き家対策協議会と居住支援協議会の一体化 

空き家対策と活用の一体的対応及びコーディネートについては、４．

（３）②ⅱ）の取組として「・地方自治体や NPO 等を含む民間事業者

が、中心市街地活性化、観光振興、移住・定住促進などの地域活性化

や福祉対応、地域コミュニティの維持強化といった地域のニーズに即

した需要を掘り起こし、マッチングする等の活動を促進する。」が記

述されています。また、空き家等対策協議会と居住支援協議会につい

ては、一体的な運用や連携の強化していくことは現状でも可能であ

り、頂いたご意見については、取組を具体化する段階において参考と

させていただきます。 

32 「地域における空き家の利用ニーズを集約し公開する取組を促進。」に

ついて重要な取組であり、ニーズの集約にあたり不動産団体等民間事

業者の活用や協力が必要と考えます。このため、具体的な取組手法な

どガイドラインの整備をお願いします 

頂いたご意見は、本とりまとめに基づく取組を具体化する段階におい

て参考とさせて頂きます。 

 

「４．今後の空き家対策の方向性・取組（３）活用促進に向けた取組 ② 空き家状態となった後の取組 ⅲ) 活用を促進する仕組みや支

援の充実」関係 

 パブリックコメントにおける主なご意見 見解・対応等 

33 相続関係が問題で処分が進まない場合、専門家が権利関係の処理、除

却・売却などを行い、その費用を回収するシステムが構築できれば、

かなりの需要があると思われる。 

４．（３）②の具体的な取組ⅲ）活用を促進する仕組みや支援の充実

として「・空き家活用に係るモデル的な取組への支援を強化するとと

もに、当該取組の横展開を図る。」が記述されています。頂いたご意

見は、モデル的な取組に対する支援など、本とりまとめに基づく取組

を具体化する段階において参考とさせて頂きます。 

34 「・地域特性を踏まえた一定のエリアにおける重点的な活用を促進す

る仕組み（所有者への働きかけや重点支援、規制の合理化など）」は

重要と考えます。一定のエリアには、中心市街地や観光地のみなら

ず、例えば第１種低層住居専用地域などこれまでに良好な住環境が形

ご指摘の記述にある「一定のエリア」には、中心市街地や観光地だけ

でなく郊外の住宅団地なども含まれると考えております。 



成され、立地適正化計画等で居住誘導を行うエリアなどを含むことに

より空き家対策に有効と考えます。また、そのエリア内で空き家を購

入した者などへの税制優遇なども空き家解消への効果があると考えま

す。 
35 「・地域特性を踏まえた一定のエリアにおける重点的な活用を促進す

る仕組み（所有者への働きかけや重点支援、規制の合理化など）」に関

し、空き家が年々増える中、建築当初の用途に縛られない空き家の利

活用を模索する動きが目立っているが、空き家を宿泊施設や飲食店へ

活用する場合、例えば第一種低層住居専用地域では用途の制限があり

現実的に困難であることから、空き家の利活用が進む規制緩和が必要。 
また、市街化調整区域内の空き家を自己が居住する専用住宅や店舗へ

活用する場合は、都市計画法第 43 条に基づく用途変更の申請が必要

となるが、届け出制とするなど手続きの簡素化が必要。 

頂いたご意見は、本とりまとめに基づく取組を具体化する段階におい

て参考とさせて頂きます。 

 

36 「地域特性等を踏まえた一定のエリアにおける重点的な活用を促進す

る仕組み」について、都市部では山間部とは違い土地価格により解体

費が負担できるため、建替えを促す仕組みを期待する。(特に昭和 55
年以前の耐震不足の建物)。一方で、古い街並みも多く残っており、エ

リアを絞り、こうした街並みを観光資源としたまちづくりが可能な、

空き家施策の仕組みを期待する。 

ご指摘いただいた点は、「地域特性等を踏まえた」「重点的な活用」に

含まれうるものであり、本とりまとめに基づく取組を具体化する段階

において、参考とさせて頂きます。 

37 「地域特性等を踏まえた~重点的な活用を促進する仕組み」について 
本市では、斜面地など防災面や接道条件に課題を抱えた地域において

多数の空き家が存在していることから、これらの空き家の活用・建て

替えを促進するための重点支援や規制の合理化を可能とする仕組みを

整備していただきたい。 

ご指摘いただいた点は、「地域特性等を踏まえた」「重点的な活用」に

含まれうるものであり、本とりまとめに基づく取組を具体化する段階

において、参考とさせて頂きます。 

38 空き家が発生する原因の一つに、街区や土地の形状が悪い場合がある

が、それらの要因は空き家の所有者が単独で解決することが難しいた

４．（３）②ⅲ）の取組として「・地域特性等を踏まえた一定のエリ

アにおける重点的な活用を促進する仕組み（所有者への働きかけや重



め、空き家が集積しやすい。そこで、このような原因が考えられる地

区については、行政が介入し道路の幅員・形状、土地の形状・接道要

件を改善する制度を創設するなど根本的な問題の解決を図る必要があ

る。 

点支援、接道・用途規制の合理化など）を設ける。」と記述されてい

ます。いただいたご意見については、本とりまとめに基づく取組を具

体化する段階において、参考とさせて頂きます。 

39 ３．（３）①「所有者に解体後の土地の活用イメージがない。」につい

て、宅地に限らず土地の付加価値を高め土地利用を促す仕組みを整備

していただきたい。また、都市基盤がぜい弱な斜面地等と平地部では

必要な対策が異なるため、それぞれの特性に応じた仕組みを整備して

いただきたい 

４．（３）②ⅲ）の取組として「・地域特性等を踏まえた一定のエリ

アにおける重点的な活用を促進する仕組み（所有者への働きかけや重

点支援、接道・用途規制の合理化など）を設ける。」と記述されてい

ます。いただいたご意見については、本とりまとめに基づく取組を具

体化する段階において、参考とさせて頂きます。 

40 土地の流通を促進するためには、5ページ目 4（３）①4つ目の・「譲渡

所得の特別控除制度の延長・拡充」及び 6ページ目 4（３）②ⅲ）4つ

目の・「低未利用地の長期譲渡所得の延長・拡充」が有効な取組みと思

われるため、継続して拡大等に取組んでいただきたい。 

頂いたご意見については、今後の施策立案等の参考にさせていただき

ます。 

41 空き家が増加する≒住宅が余る状況においては、居住目的以外への活

用につなげていくことが重要だと考えます。そのためには、地域活性

化に資する取組に対する、改修費補助等の適用条件の緩和や、税の軽

減措置（固定資産税の住宅用地特例と同等の扱いとする等）の適用対

象とすることが有効と考えます。 

４．（３）②ⅲ）「・地域活性化に資する空き家活用の取組（空き家活

用に必要な耐震改修、省エネルギーやバリアフリー改修等を含む。）

に対し、支援を行う。」と記述しているところです。頂いたご意見に

ついては今後の施策立案等の参考にさせていただきます。 

 

「４．今後の空き家対策の方向性・取組 （４）適切な管理の確保・除却の促進に向けた取組 ① 所有者の主体的な対応を後押しする取

組」関係 

 パブリックコメントにおける主なご意見 見解・対応等 

42 第一回の意見まとめの「所有者にインセンティブを渡すより罰則が有

効」という意見に賛成であり、（４）①の取組として「罰則の強化」

を明記してほしい。 

 「罰則の強化」については国民の権利・義務に大きく影響すること

から慎重な検討が必要であり、本とりまとめに記述すること困難です

が、４．（４）①の取組「所有者の責務を強化し、行政が講ずる施策

への協力を促進する。」のほか、「所有者に対し、空き家のリスク（使



わないと早く傷み資産価値も低減する、管理不全になると住宅用地特

例が不適用となる可能性等）を周知する。」、同②の取組「そのまま放

置すれば特定空家等の状態となるおそれのある空き家について、所有

者に対し、市区町村が適切な管理を促すことを可能とする仕組みを検

討する（固定資産税の住宅用地特例の解除の検討を含む。）。」が記述

されているところです。 

43 「所有者の責務の強化、行政の施策への協力促進」について、空き家

の適切な管理が所有者の責務であることは当然だと考えます。所有者

自身も自分の財産であるとの意識は納税をする点からもあると考えま

すが、納税さえしていれば、といった考えや遠方にあるため管理が面

倒くさいといった考えが生じることになると思います。そのためにも

責務の強化は重要であると考えますが、罰則的なものとの対の施策が

必要ではないかと考えます。 

 「罰則の強化」については国民の権利・義務に大きく影響すること

から慎重な検討が必要であり、本とりまとめに記述すること困難です

が、４．（４）①の取組「所有者の責務を強化し、行政が講ずる施策

への協力を促進する。」のほか、「所有者に対し、空き家のリスク（使

わないと早く傷み資産価値も低減する、管理不全になると住宅用地特

例が不適用となる可能性等）を周知する。」、同②の取組「そのまま放

置すれば特定空家等の状態となるおそれのある空き家について、所有

者に対し、市区町村が適切な管理を促すことを可能とする仕組みを検

討する（固定資産税の住宅用地特例の解除の検討を含む。）。」が記述

されているところです。 

44 空き家解体や家財を処分する費用が高いという点が、空き家を放置す

る一つのきっかけになっている。建物解体の補助や家財処分の補助な

ども必要ではないか。 

４．（４）①の取組「・除却までに必要な手続、建物や敷地条件等に

応じた効率的な除却手法、除却に要する費用など、所有者が除却の実

施等に関する判断を適切に行えるようにするための情報提供を充実す

る。」及び「・所有者が行う活用困難な空き家の除却への支援を強化

する（予算、税制の運用改善等）。」が記述されているところです。 

 

「４．今後の空き家対策の方向性・取組 （４）適切な管理の確保・除却の促進に向けた取組 ② 市区町村の積極的な対応を可能とする

取組」関係 

 パブリックコメントにおける主なご意見 見解・対応等 



45 行政代執行や固定資産税の住宅用地特例解除など、率先してやって行

くべき。そうすることで住民の危機意識が上がり、自ずと空き家問題

への対応をして頂ける環境になると考える。 

４．（４）②に市区町村の積極的な対応を可能とする取組が記述され

ているところです。 

46 登記簿等から所有者判明せず数年管理されていない空き家の所有者や

相続人を司法書士や弁護士などが調査できるようにする、相続放棄さ

れた物件は購入したい人からの申し立てで財産管理人を立てられるよ

うにする、又は相場の価格を法務局に供託することで取得できるよう

にするなど、活用が進む政策をお願いしたいです。 

４．（４）②市区町村の積極的な対応を可能とする取組として、「・市

区町村が所有者探索に活用できる情報を拡大するとともに、取得の円

滑化を図る（市区町村の空き家担当部局が戸籍担当部局に公用請求

し、戸籍情報連携システムを利用して戸籍情報を取得することが可能

となること等による空き家所有者等の調査の円滑化、電力会社等にあ

る所有者情報の市区町村への提供円滑化など）。」、また、「・相続人が

不存在の場合等、空き家の適切な管理が見込まれない場合に、市区町

村による財産管理制度の利用を円滑化する仕組みを設ける。」等が記

述されているところです。頂いたご意見については今後の施策立案等

の参考にさせていただきます。 

47 示された方向性(案)はいずれももっともですが、相続人の意識向上に

依存する部分が大きく、そのままでは十分な効果が期待できるか疑問

も持たざるを得ません。施策が効果を上げるためには、空き家を放置

しないインセンティブを高めるよう、相続登記しない場合のペナルテ

ィが段階的に強化される制度の導入や不動産に限定した相続放棄制度

の創設などを実施する必要があるのではないか。 

空き家を放置しないインセンティブが高まるよう４．（４）②市区町

村の積極的な対応を可能とする取組として「・そのまま放置すれば特

定空家等の状態となるおそれのある空き家について、所有者に対し、

市区町村が適切な管理を促すことを可能とする仕組みを検討する（固

定資産税の住宅用地特例の解除の検討を含む。）。」が記述されていま

す。いただいたご意見については、今後の施策の参考とさせて頂きま

す。 

48 権利者が多数いる場合は、空き家の解体等は全員の同意が必要となる

ため、解体が進まない実態がある。このため、特定空家等について

は、一部の相続人の判断で解体できるようにしていただきたい。 

他の権利者の財産権を侵害することになる可能性があると考えます。

ご指摘のケースについては財産管理制度の活用が考えられます。ま

た、４．（４）②において「・相続人が不存在の場合等、空き家の適

切な管理が見込まれない場合に、市区町村による財産管理制度の利用

を円滑化する仕組みを設ける。」が記述されております。 



49 放棄された空き家は自治体で対応するほか手がないため、利活用可能

な建物も含めて、財産管理人制度を利用しやすいような法整備や補助

金が望まれる。 

ご指摘の点については、４，（４）②の取組として、「・相続人が不存

在の場合等、空き家の適切な管理が見込まれない場合に、市区町村に

よる財産管理制度の利用を円滑化する仕組みを設ける。」が記述され

ております。また、財産管理制度を活用した場合の回収不能な費用に

ついて空家対策総合支援事業で支援対象としています。 

50 特定空家となる前に所有者に適切な管理を促すには、国税徴収法で認

められている財産調査権などを付与し、市区町村の空き家担当職員の

権限を強化する必要がある。（具体的には、現在の内容では空き家所

有者の情報が住民票で知れる情報などに限られ、住民票を移していな

いなどの理由で所有者にたどり着かないケースがある。例えば、これ

が所有者の勤務先を調査できるようになれば、勤務先に問い合わせ在

籍確認や転職先、最新の居所を知ることができるようになる。また、

財産管理人選任の申し立てをしなければならない場合に、財産調査権

があれば、予納金が必要であるか否か、申し立て前にある程度状況を

予測することができ、場合によっては不必要な予算を措置しなくても

良くなる。 

４．（４）②の取組として「・市区町村が所有者探索に活用できる情

報を拡大するとともに、取得の円滑化を図る。」及び「・そのまま放

置すれば特定空家等の状態となるおそれのある空き家について、所有

者に対し、市区町村が適切な管理を促すことを可能とする仕組みを検

討する（固定資産税の住宅用地特例の解除の検討を含む。）。」が記述

されており、頂いたご意見については、本とりまとめに基づく取組を

具体化する段階の参考とさせていただきます。 

51 現在の空家特措法では「空家等の所有者等に関するもの」の情報を税

務担当かから取得できますが、取得できるのは所有者の情報であり法

定相続人全ての情報ではありません。そのため、法定相続人探索が必

要になった場合には、独自で一から捜索を行う必要があり、戸籍情報

は電子化していないことから捜索に多大な時間を要しております。税

務担当課が納税通知者を捜索した情報（法定相続人調査情報）を取得

出来るように、法文の中の「所有者等」に含むものとする総務省通知

を出来ないでしょうか。 

頂いたご意見については、本とりまとめに基づく取組を具体化する段

階の参考とさせていただきます。 

52 空家法による税部門からの情報提供は有効で、所有者探索に活用でき

る 情報の入手先の拡大及び円滑化は重要であると考えます。空家法

ご指摘の税務情報のほか、令和 4年に改正された住民基本台帳法に基

づき、住基ネットを利用できる事務に空家法に基づく空き家の所有者



に基づき、他市へ所有者に関する情報提供の依頼を行った際、個人情

報であることから、所有者から情報提供に対する了解を得られた場合

のみ情報提供を受けられました。このことから、情報の取得の円滑化

は課題であり、取組の強化は有効と考えます。 

等の調査事務を追加しました。また、「令和４年の地方からの提案等

に関する対応方針」（令和４年 12月 20 日閣議決定）において「市区

町村が法令の定める事務を遂行するための情報提供の求め等に係る規

定に基づいて行う戸籍謄本等の請求及び交付については、戸籍情報連

携システムの運用開始後において、戸籍謄本等に記載されている者の

本籍地にかかわらず、当該事務が同一市区町村内で完結できることと

する。」とされております。今後、戸籍情報連携システムを利用して

戸籍情報取得することが可能となる予定であり、市町村による所有者

等の調査を円滑化するための措置が講じられているところです。 

53 「・市区町村が所有者探索に活用できる情報の拡大や取得の円滑化。」

について、現在の法定相続人が相続放棄をすることで、新たな相続人

が１００名以上になる場合がある。このような場合、戸籍の郵送によ

る請求には時間がかかり、所有者確知まで、かなりの時間を要するこ

とになる。また、このような案件は、相続登記の義務化では対応され

ることは想定されにくいため、今後も、対象案件の増加が懸念される。

住基ネットが活用可能となったのと同様に、戸籍情報についてもシス

テムの閲覧が可能となるよう検討をお願いしたい。加えて、住基ネッ

トについても住所のみでの検索や氏名のみでの検索をできるようにす

る等、所有者調査の初動にも対応できるように、利便性の向上を検討

していただきたい。 

「戸籍情報」に関しては、「令和４年の地方からの提案等に関する対

応方針」（令和４年 12月 20 日閣議決定）において「市区町村が法令

の定める事務を遂行するための情報提供の求め等に係る規定に基づい

て行う戸籍謄本等の請求及び交付については、戸籍情報連携システム

の運用開始後において、戸籍謄本等に記載されている者の本籍地にか

かわらず、当該事務が同一市区町村内で完結できることとする。」と

されております。また、「住基ネット」については、関係省庁にもご

意見を共有し、今後の参考にさせていただきます。 

54 現在の「空家等対策の推進に関する特別措置法」では、空家等に限っ

て必要な調査をすることができるとされているが、いわゆる「空き家

予備軍」に関しては、調査権がないため、情報入手手段がない。「市区

町村が所有者探索に活用できる情報の拡大や取得の円滑化」を具体的

な取組に挙げているため、調査権の強化についても具体的に盛り込ん

で欲しい。（特に高齢者単身世帯、高齢者夫婦のみの世帯など、本人等

ご指摘いただいている点については、４．（２）に「・空き家担当部

局と福祉部局等とが連携して、高齢の所有者に対し、住まいの終活を

呼びかけるなどの対応を促進する。」が記述されているように、空き

家部局と福祉部局の連携の強化による対応が考えられます。 

「調査権の強化」についてのご意見については、個人情報保護の観

点から慎重に検討すべき課題であり、今後の施策検討の際の参考とさ



が認知症の発症や急な入院等で不在となり、そのまま空き家になって

しまう前に、親族等の調査ができれば、空き家の発生を未然に防ぐこ

とができる。） 

せていただきます。 

55 「市区町村が特定空家等となる前の段階で所有者に適切な管理を促す

ことを可能とする仕組み」について、特定空家等への指定は、最終的

に市が公費を投入し、代執行を行うに値する大義名分が必要となるた

めハードルが高い。特定空家等となる前段階で、所有者に対し適切な

管理をするよう勧告が可能な仕組みがあれば、その効果は大きいと思

われる。 

頂いたご意見については、本とりまとめに基づく取組を具体化する際

の参考とさせていただきます。 

56 空家特措法に特定空家よりも軽度な老朽空き家を指定する制度をつく

ることができないか。個人の財産権が関わる行政代執行は行政にとっ

てハードルが高く、それを理由にして特定空家の指定が進んでいない

と推測される。そこで「準特定空家」のような制度を新設し、固定資

産税の減免撤廃もしくは前述の建物への課税額引き上げと行政は助

言・指導のみを行うような担当部署の負担をあまり増やさず指定しや

すい仕組みにできないか。 

４．（４）②に「・そのまま放置すれば特定空家等の状態となるおそ

れのある空き家について、所有者に対し、市区町村が適切な管理を促

すことを可能とする仕組みを検討する（固定資産税の住宅用地特例の

解除の検討を含む。）。」が記述されております。頂いたご意見につい

ては、本とりまとめに基づく取組を具体化する際の参考とさせていた

だきます。 

57 住宅用地特例の解除等、特定空家等になる前の段階から、早期のうち

に適切な管理や除却がされるような仕組みが作られることが望ましい

と考えます。特に、空家の適切な管理は所有者の責務であるため、所

有者の主体的な対応を後押しする取組が重要です。 

４．（４）②に「・そのまま放置すれば特定空家等の状態となるおそ

れのある空き家について、所有者に対し、市区町村が適切な管理を促

すことを可能とする仕組み」が記述されております。 

58 具体的な取組として、「特定空家等となる前段階での固定資産税の住宅

用地特例の解除の検討」が示されたが、これまでは勧告まで至らなけ

れば不利益が生じないことがあったため、認定に踏み切っているケー

スもあると思われる。今後、上記の検討を進める際には、既に認定し

た物件に対する対応についても適用の取扱いを示して頂きたい。 

頂いたご意見については、本とりまとめに基づく取組を具体化する段

階の参考とさせていただきます。 

59 「・市区町村が特定空家等となる前の段階で所有者に適切な管理を促 頂いたご意見については、本とりまとめに基づく取組を具体化する段



すことを可能とする仕組み。（固定資産税の住宅用地特例の解除の検討

を含む）。」について、固定資産税の住宅用地特例の解除はかなりの成

果があると予想される。特別なものだけを判断するとなると形骸化す

る恐れがあるため、基準は単純なものかつ広く対象とすることが望ま

しい。 

階の参考とさせていただきます。 

60 「・市区町村が特定空家等となる前の段階で所有者に適切な管理を促

すことを可能とする仕組み（固定資産税の住宅用地特例の解除の検討

を含む）。」において、税の公平性を鑑み、国において一定（空家の期

間や、不良度、周辺への危険性（樹木を含む））の基準を設定すること

をお願いしたい。空家の所有者は、遠方に住むことが多く、空家所在

地と、所有者等の居住地域での取り扱いに差が出た場合、所有者に対

し説明が難しくなる。 

頂いたご意見については、本とりまとめに基づく取組を具体化する段

階の参考とさせていただきます。 

61 法施行以来、管理不全な空家等への対策が進み、内容が「建築物の老

朽化」から「樹木の繁茂」へ移行している。樹木について特定空家等

とした場合は剪定の代執行となり、一時的に解決するだけでまた繁茂

は繰り返され、自治体が継続して管理を代行してあげる結果となり根

本的な解決に至らない。固定資産税が上がってもそのまま払い続ける

所有者は一定数いると思われ、現行法の特定空家等という手段とは別

の、管理しない所有者への措置が必要と感じている。（例：管理不全通

知に対応しない段階での、所有者住所氏名の掲示など。） 

ご指摘のケースについては財産管理制度の活用が考えられ、４．

（４）②において「・相続人が不存在の場合等、空き家の適切な管理

が見込まれない場合に、市区町村による財産管理制度の利用を円滑化

する仕組みを設ける。」が記述されております。頂いたご意見につい

ては、本とりまとめに基づく取組を具体化する段階の参考とさせてい

ただきます。 

62 「・市区町村が特定空家等となる前の段階で所有者に適切な管理を促

すことを可能とする仕組み（固定資産税の住宅用地特例の解除の検討

を含む）。」について、特定空家等になる前段階での住宅用地特例の解

除については、管理意識の希薄な所有者の対応を後押しする取組とし

て有効であると考えるものの、国による統一的な基準等を示していた

だきたいと考えます。また、特定空家等に関わらず、空き家が住宅用

頂いたご意見については、本とりまとめに基づく取組を具体化する段

階の参考とさせていただきます。 



地特例を受けるためには申告制 にするなどの、抜本的な見直しが重

要と考えます。 
63 「市区町村が特定空家等となる前の段階で所有者に適切管理を促すこ

とを可能とする仕組み。（固定資産税の住宅用地特例の解除の検討を含

む）。」について、空き家を除却する前に固定資産税の住宅用地特例の

解除を行った場合に、除却後も住宅用地特例が適用外となるため所有

者のメリットがなく空き家を放置することが考えられる。「地域の実情

に応じ、市区町村の条例等により一定の空き家を除却した場合の固定

資産税等に係る負担軽減が可能であることの周知、横展開。」の記載も

あるが、固定資産税等の軽減措置は国として制度設計がなされるべき。 

住宅用地特例の解除が空き家所有者の対応にどのような影響を及ぼす

かについては、都市部、地方部等、地域の実情のほか権利関係や所有

者の状況等によっても異なるため、様々な取組の選択肢が必要である

ことから、住宅用地特例に関する取組だけでなく、４．（４）に様々

な取組が記述されているところです。頂いたご意見については、本と

りまとめに基づく取組を具体化する段階の参考とさせていただきま

す。 

64 ・「管理不全となると住宅用地特例を不適用にする」という取り組みが

いくつか見受けられるが、住宅用地の特例はあくまでも土地所有者に

対するもので、土地と住宅の所有者が異なる場合には何の効果もない。

住宅用地特例が解除されることをちらつかせることに効果があるのか

検証が必要ではないか。また当該小委員会に制度所管の総務省がいな

いなかで、「特定空家等となる前段階で所有者に適切な管理を促すこと

を可能とする取り組み」として住宅用地特例の解除を挙げていること

に違和感を感じるし、具体的にどのように実施するつもりなのか、わ

からないので不安。 

住宅用地特例の解除が空き家所有者の対応にどのような影響を及ぼす

かについては、権利関係のほか、所有者の状況、地域の実情等によっ

ても異なるため、様々な取組の選択肢が必要であることから、住宅用

地特例に関する取組だけでなく、４．（４）に様々な取組が記述され

ているところです。なお、本小委員会には、オブザーバーとして総務

省自治税務局固定資産税課も参加しているところです。 

65 固定資産税評価額の安価な地域については、住宅用地特例を解除して

も、金銭的な影響は少ないと考えられ、効果は限定的である。また、

固定資産税の住宅用地特例の解除は、所有者が一旦それを容認すれば、

次の打つ手がない。空家が活用され、放置空家にならないためには、

さらなる対応が必要ではないか。例として、固定資産税の住宅用地特

例の解除は、早い段階で適応し、特定空家等の勧告時は、固定資産税

の税率の上乗せなどが考えられる。なお、税の取り扱いについては、

住宅用地特例の解除が空き家所有者の対応にどのような影響を及ぼす

かについては、都市部、地方部等、地域の実情のほか権利関係や所有

者の状況等によっても異なるため、様々な取組の選択肢が必要である

ことから、住宅用地特例に関する取組だけでなく、４．（４）に様々

な取組が記述されているところです。頂いたご意見については、本と

りまとめに基づく取組を具体化する段階の参考とさせていただきま

す。 



所管省より市区町村の税務担当に、確実な周知をお願いしたい。 
66 財産管理人専任の申立を市区町村が行うことにより、管理が行われて

いない空き家の解消につながると思いますが、相続人がいなくなって

年月がそれほど経過していない空き家は特定空家等とはみなせず、申

立を認められないケースがあると思われます。相続人不存在の空き家

は空き家の状態の良し悪しに関わらず申立てが認められるようにして

いただきたいと思います。 

４．（４）②に「・相続人が不存在の場合等、空き家の適切な管理が

見込まれない場合に、市区町村による財産管理制度の利用を円滑化す

る仕組みを設ける。」が記述されております。頂いたご意見について

は、本とりまとめに基づく取組を具体化する段階の参考とさせていた

だきます。 

67 市区町村の取組のうち、緊急時の代執行等の制度を創設する場合は、

所有者責務とのバランスや、緊急と判断される状態、費用徴収等の課

題について、先行して条例等に基づき実施している自治体へのヒアリ

ングなどにより、本制度が各自治体において適切に運用されるよう制

度設計がされることを期待しています。 

第 2回小委員会（2022 年 11 月 22 日）において、緊急時の代執行制

度を運用する 2つの自治体から、その効果・課題等についてヒアリン

グがなされています。頂いたご意見については、本とりまとめに基づ

く取組を具体化する段階の参考とさせていただきます。 

68 緊急時にも代執行ができる仕組みは有効であると考えます。通常の手

続きと緊急時の手続きの違い、相違点や流れ等をガイドライン等によ

り判断基準を明確に示していただきたいと考えます。 

４．（４）②の取組として「・緊急時の代執行など、市区町村が特定

空家を対象に行う措置をより円滑化する仕組みについて検討する。」

が記述されています。頂いたご意見については、本とりまとめに基づ

く取組を具体化する段階の参考とさせていただきます。 

69 「・緊急時の代執行など市区町村による特定空家の所有への円滑な措

置を促進する仕組み」について、代執行を行うにあたっては、特措法

第 14 条の規定に基づき順を追って手続きを進める必要があり、時間

と手間を要する。降雪による建物倒壊のおそれや台風などの突風によ

る瓦の落下など、具体的な危険が間近に迫った場合、自治体が緊急的

に対応できる規定を特措法に明文化することが必要。 

頂いたご意見については、本とりまとめに基づく取組を具体化する段

階の参考とさせていただきます。 

70 「緊急時の代執行など~円滑な措置を促進する仕組み」について通行

の障害となるなど、緊急に除却等の対応を行う必要がある空き家に対

する対応に苦慮しており、簡便な手続きによる緊急時の代執行が行え

るような仕組みを整備していいただきたい。 

頂いたご意見については、本とりまとめに基づく取組を具体化する段

階の参考とさせていただきます。 



71 「活用困難な空き家の除却への支援強化」について、活用困難とは、

特定空家等や不良住宅などの老朽危険空き家を指すものと推察される

が、空き家の状態にかかわらずその跡地は活用困難な状態にある。現

在の支援において、不良住宅、特定空家等以外に課されている跡地要

件を全面的に撤廃していただきたい。 

頂いたご意見については、今後の施策の検討・立案において参考とさ

せて頂きます。 

72 「・活用困難な空き家の除却への支援強化。」について重要であると考

えます。活用困難な空き家であっても、線引き以前に建てられた市街

化調整区域内の既存住宅は、当該地に新たな住宅を建築するための許

可要件に伴う影響から除却に至らないケースが見受けられます。住宅

を除却しても新たな住宅の建築が可能な土地であることを証明するた

めの制度等が必要と考えます。 

頂いたご意見については、今後の施策の検討・立案において参考とさ

せて頂きます。 

73 所有者等に対応能力がないと判断できる場合はその親族（1親等や配

偶者などの近い親族）へ代執行費用を請求できるよう検討していただ

きたい。行政が行政代執行を行う際、最も懸念する点は費用の回収で

ある。特定空家等の所有者等は支払い能力がない場合が多く、差押等

でも費用の回収は困難である。 

所有者以外の者に費用請求を行うことは困難と考えます。また、４．

（４）②に「・活用困難な空き家の除却に対する支援を強化する（予

算、税制の運用改善等）。」が記述されております。頂いたご意見につ

いては、本とりまとめに基づく取組を具体化する段階の参考とさせて

いただきます。 

74 危険空家を行政代執行で解体した後の債権回収の際、所有者が当該物

件（土地、家屋）以外の資産を保有していない場合は行政代執行法に

基づき当該物件を公売することとなるが、物件に抵当権が設定されて

いる場合は、それに比べ代執行費用が劣後するため債権の回収が困難

となり、代執行費用の予算化の障害となる。また、抵当権者の立場か

らすると、債務者が多額の費用を負担し当該物件を補修するより、行

政代執行によって家屋が解体されたほうが物件の価値が上昇するた

め、空き家等を活用せず放置することが有利となる場合も考えられる。 
よって、危険空家の解体に係る行政代執行に関しては、抵当権等の民

間債権に優先して代執行費用の回収を可能とする制度が必要である。 

頂いたご意見については、今後の施策の検討・立案において参考とさ

せて頂きます。 



75 「地域の実情に応じ、市区町村の条例等により一定の空き家を除却し

た場合の固定資産税の負担軽減が可能であることの周知、横展開」に

ついて、可能とする根拠や事例をぜひ紹介してください。また、更地

となった土地が買い手もなく住宅が建つ見込みもない場合、山林や農

地に地目変更する方法など相談できる機関があると解体が進むと思い

ます。 

頂いたご意見については、本とりまとめに基づく取組を具体化する段

階の参考とさせていただきます。 

76 除却の意思はあるものの、費用が高く資金の工面ができない所有者や、

除却後の土地が活用できないために除却することをためらっている所

有者も一定数いることから、除却後も住宅用地特例が一定期間適用さ

れる激変緩和措置など所有者等の状況への配慮も必要。 

４．（４）①に「・除却までに必要な手続、建物や敷地条件等に応じ

た効率的な除却手法、除却に要する費用など、所有者が除却の実施等

に関する判断を適切に行えるようにするための情報提供を充実す

る。」「・所有者が行う活用困難な空き家の除却への支援を強化する

（予算、税制の運用改善等）。」、同②に「・地域の実情に応じ、一定

の空き家を除却した場合の固定資産税等に係る負担軽減が市区町村の

条例等により可能であることを周知するとともに、事例の横展開を図

る。」が記述されております。頂いたご意見については、本とりまと

めに基づく取組を具体化する段階の参考とさせていただきます。 

77 固定資産税については、市町村において減免等が可能であるが、市町

村としても歳入の減少となるとなかなか踏み出せない状況にあるた

め、一定の条件のもと、交付税措置等により市町村の負担を軽減する

等、支援の検討をお願いしたい。 

頂いたご意見については、今後の施策の検討・立案において参考とさ

せて頂きます。 

78 地域の実情に応じて空き家を除却した場合の固定資産税等の負担軽減

が可能とのことだが、課税の公平性としてモラルハザードを起こしか

ねない記述だと感じる。一部自治体で確かに実施していることだと思

うが、これをスタンダードとしてよいのかは疑問。住宅用地特例は適

用されることが「当たり前」になっており、更地にしたら「税金が上

がる」という印象になっている。難しいとは思うが、むしろ総務省に

は、住宅供給過多の今の時代にあわない住宅用地特例・新築住宅に対

住宅用地特例の解除が空き家所有者の対応にどのような影響を及ぼす

かについては、都市部、地方部等、地域の実情等によって異なるた

め、「地域の実情に応じ、」と記述されているところです。頂いたご意

見については、今後の施策の検討・立案において参考とさせて頂きま

す。 



する減額などを取りやめ・縮小させ、むしろ中古住宅（空き家含む）

の流通・改修して長期的に利用することを誘導するような税優遇を検

討してほしい。 
79 市町村がマンパワーや専門的知識の不足により十分な対応ができてい

ない状況は課題等として記載されておりますが、これらを支援する方

針を記述していただきたい。 

４．（４）②に「・ノウハウ・専門的知識が不足する小規模な地方自

治体に対し、先行地方自治体の対策計画・事例・ノウハウを共有する

とともに、職員への指導が可能な人材を紹介するなどにより人材育成

の機会を提供する。」が記述されております。 

80 空き家対策では小規模な自治体が少ない人員でノウハウも蓄積もなく

対応し（疲弊し）ているのが現状であり、担当職員への負担が大きい。 
国が直轄で複数の小規模自治体の空き家対策、特に所有者（相続人）

の確定と除却促進する体制づくりが必要と考える。現場では、税、相

続、建築など多岐に亘る事務能力が必要となり負担が過大となってい

る。 

地方自治体の人材確保の取組として４．（４）②「・ノウハウ・専門

的知識が不足する小規模な地方自治体に対し、先行地方自治体の対策

計画・事例・ノウハウを共有するとともに、職員への指導が可能な人

材を紹介するなどにより人材育成の機会を提供する。」が記述されて

おります。また、地方自治体を補完する取組として４．（５）①「・

NPO 等が地方自治体と連携し、空き家の所有者に対して空き家の早期

活用や適切な管理、活用が難しい場合の除却を働きかける取組を促進

する。」が記述されております。頂いたご意見については、本とりま

とめに基づく取組を具体化する段階の参考とさせていただきます。 

81 空家特措法に基づく、空家等の定義と住宅・土地統計調査（総務省）

での定義に相違があることは示して頂きたい。特措法では、一棟全体

を一つの建築物として判断するため、共同住宅の一部で居住や使用が

されている場合（空き室）は対象外となり、空家等として取り扱えな

いものと考えます。 

空き家特措法に基づく空家等の定義と住宅土地統計調査の空き家の定

義の違いについては、本とりまとめの趣旨に影響がないため記載して

おりません。本とりまとめは、空家法に基づく空家を主に対象となっ

ていますが、長屋等の一部が空き家となった場合の対応については、

４．（４）②の継続的に検討する取組として「・長屋等の空き住戸の

適切な管理等を促進する方策はどうあるべきか。」が記述されていま

す。 

 

 

 



「４．今後の空き家対策の方向性・取組（５）NPO等の民間主体や地域コミュニティの活動を促進する取組 ① NPO等の民間主体の活動

を促進する取組」関係 

 パブリックコメントにおける主なご意見 見解・対応等 

82 スペースシェアという空き家活用の選択肢の認知を広げるためには、

自治体・NPO 等の空き家対策に携わる関係者の理解促進及びスペー

スシェア事業者との連携促進が欠かせないことから、「（５）NPO 等
の民間主体や地域コミュニティの活動を促進する取組」において、空

き家等対策に携わる地域の関係者とスペースシェア事業者との連携促

進を図る旨を追加すべきである。 

今後の空き家対策のあり方全体を議論する本小委員会のとりまとめに

おいて、すべての活用手法について取り上げることは困難ですが、頂

いたご意見については、今後の施策の検討・立案において参考とさせ

て頂きます。 

83 「NPO 等の民間主体や地域コミュニティの活動を促進する取組」に

全国で活動する民間企業との連携の促進について記載してはいかがで

しょうか。NPO 等を含む民間事業者の中でも特に、全国の空き家対

策にノウハウを持つ不動産業者などと協力することも重要と考えま

す。 

４．（５）①「NPO 等の民間主体の活動を促進する取組」に NPO 等の

民間主体との連携について記述されています。また、NPO 等の民間主

体に全国で活動する民間事業者も含まれています。 

84 地方自治体が民間事業者と連携する際には「営利」という壁があるた

め、中間組織・団体を活用した民間事業者との連携や中間組織の位置

づけの明確化などが必要ではないか。また、空き家対策においては県

の位置づけが不明瞭となっているのではないか。 

NPO 等の中間組織が活動しやすい環境の整備を進める観点から、４．

（５）①「・NPO 等が、所有者に寄り添って空き家の活用・管理に係

る相談対応や所有者と活用希望者とのマッチング等の活動をしやすく

なるよう、環境整備を推進する（公的位置づけの付与、市区町村から

NPO・社団法人等への所有者情報の円滑な提供、活動への支援等）。」

が記述されています。 

 都道府県については、空家法第 8条において「都道府県知事は、空

家等対策計画の作成及び変更並びに実施その他空家等に関しこの法律

に基づき市町村が講ずる措置について、当該市町村に対する情報の提

供及び技術的な助言、市町村相互間の連絡調整その他必要な援助を行

うよう努めなければならない。」と規定されております。 



85 「・空き家の管理を専門的に行う事業者の育成」は重要な取組と考え

ます。空き家所有者の負担が生じることから、所有者または管理を行

う事業者に対する支援が必要と考えます。また、現在、多くの市町で

シルバー人材センターによる管理も行われています。民間事業者より

低額で、所有者の負担軽減にも有効であると考えており、シルバー人

材センターの活用に対する支援も重要であると考えています。 

頂いたご意見については、本とりまとめに基づく取組を具体化する段

階の参考とさせていただきます。 

 

「４．今後の空き家対策の方向性・取組（５）NPO等の民間主体や地域コミュニティの活動を促進する取組 ② 地域コミュニティにおけ

る取組」関係 

 パブリックコメントにおける主なご意見 見解・対応等 

86 「・地域レベルで空き家をそのままにしないとの意識の醸成。」の取

組は重要と考えます。行政に対策を求める主旨とならないようガイド

ライン等による地域による空き家活用方法などを示す必要があると考

えます。 

頂いたご意見については、本とりまとめに基づく取組を具体化する段

階の参考とさせていただきます。 

 

○ とりまとめの方向性（案）に直接関係しないが空き家対策に関連するご意見とそれらに対する考え方 

 パブリックコメントにおける主なご意見 見解・対応等 

87 新築を抑制する制度設計を考慮してほしいです。人口が減っています

が、新築は減少の一途ではありません。新しい家が増え、さらに空き

家も増えていけば、対処療法では解決が難しいのではないでしょう

か？増えている空き家の利活用はもちろんですが、新築を抑制しなけ

れば、いつまでも空き家は減らないはずです。新築への抑制策なくし

て、空き家の解消はできないと考えています。ぜひ、空き家の価値が

つくような新築抑制策をご検討いただければと思います。 

頂いたご意見については、今後の施策の検討・立案において参考とさ

せて頂きます。 

88 空き家が解体されず放置されるリスクを低減するために、個人が住宅

を建築する際には、自動車のリサイクル料金のように構造や面積等に

頂いたご意見については、今後の施策の検討・立案において参考とさ

せて頂きます。 



応じて、一定の負担金を徴収し、公益財団法人等が積み立てて、いざ

個人所有者が建物を解体するときに空き家かどうかは関わらず、積立

金の中から解体費用の一部助成が受けられるような制度作りが必要と

考えます。御省には、そういった制度設計が可能かどうかの検討を実

施して頂きたいと考えます。 
89 空き家発生の原因の一つに新築住宅（一戸建て、アパート、マンショ

ン）が、未だに需要より多く販売されていることが挙げられる。仮称

新築購入税や建物リサイクル税等を創設し、新築建物購入者にも一定

の空き家対策負担を求められないか。ハウスメーカー等事業者負担も

並行して検討してはどうか。 

頂いたご意見については、今後の施策の検討・立案において参考とさ

せて頂きます。 

90 空き家を放置する理由として、所有者が高齢で身内もなく、管理する

費用もなく、借地であり売却したいが売れないなど、費用の面で放置

される事例が多い。この場合は、最終的には行政代執行まで行く可能

性が高い。そこで、住宅の所有者に管理費や解体費用を強制的に徴収

できるような、家電や自動車のリサイクル費用のように、事前に徴収

する制度等を検討いただけないか。 

頂いたご意見については、今後の施策の検討・立案において参考とさ

せて頂きます。 

91 東京都の２３区内の物件について、建物所有者が分からない、相続人

が数代にわたり数十人と多くなり区役所ではすぐに相続人を把握でき

ないケースでも都税事務所は相続人代表者に通知を送り課税ができて

いる場合がある。しかし都税事務所は空き家特措法の特定空き家案件

以外では個人情報を盾に区役所にもほとんど情報を出さない。所有者

代表を把握する間に老朽化が進んでしまうことが多く、都税事務所と

区役所の情報共有を強化し管理不全状態を早期に解決できないか。 

空家法第 10 条第 2項に「２ 都知事は、固定資産税の課税その他の

事務で市町村が処理するものとされているもののうち特別区の存する

区域においては都が処理するものとされているもののために利用する

目的で都が保有する情報であって、特別区の区域内にある空家等の所

有者等に関するものについて、当該特別区の区長から提供を求められ

たときは、この法律の施行のために必要な限度において、速やかに当

該情報の提供を行うものとする。」と規定されているところであり、

本規定の趣旨を周知して参ります。 

92 市税部門との連携の強化も必要と考える。管理不全であり、市税の滞

納もあるような空家であれば、公売へすすめるといった対応が可能と

空家法第 10 条の趣旨を踏まえ、空き家担当部局と税担当部局の連携

を促進して参ります。 



なる。  
93 相続人が不存在となる理由の一つとして相続放棄が挙げられますが、

空き家が相続放棄されていることが空き家所有者調査において判明す

るころには、当該空き家は長期間放置され、もはや活用が見込まれな

い状態になっている事例が散見されます。一方で課税担当部局は、空

き家の発生情報を早期に把握することが可能な立場にあるため、課税

担当部局と空き家担当部局の間で相続財産法人に関する情報のやりと

りが可能となるような法制度の改正が望ましいと考えます。 

空家法第 10 条の趣旨を踏まえ、空き家担当部局と税担当部局の連携

を促進して参ります。 

94 第一回の意見まとめの中の、財産権の配慮について、「空家法につい

て(中略)見直しが必要」という意見に賛成です。法改正等により、代

執行手続きの改善をしたり、責任の所在を明確にしたりといった対応

をしてほしいので、とりまとめ案の〈継続的に検討する取組〉とし

て、「空家法の見直し案の検討」などを盛り込んでほしいと思いま

す。 

本とりまとめ、５．おわりにとして「国においては、本とりまとめに

基づき、法制度、予算・税制等を含め、必要な措置を講じるととも

に、今後も空き家及び対策の状況を継続的に把握・検証し、今回継続

的に検討する取組とした事項も含め、必要な検討及び政策立案等に取

り組むことを強く期待したい。」が記述されており、国において継続

的に空き家及びその対策の状況を把握・検証していくこととしていま

す。 

95 空家等対策の推進に関する特別措置法は、施行後 5 年で見直すという

ことであったはずであったが、早 7 年が経過し、行政の空き家対策に

ついても民間の空き家対策についても、そろそろ臨機応変に実施でき

るよう法改正に踏み込んでいくべきではないか。同法は議員立法で制

定されたものであるため、有識者の方からも取りまとめの方向性に法

改正に向けた検討が必要であることを記載すべき。 

本とりまとめ、５．おわりにとして「国においては、本とりまとめに

基づき、法制度、予算・税制等を含め、必要な措置を講じるととも

に、今後も空き家及び対策の状況を継続的に把握・検証し、今回継続

的に検討する取組とした事項も含め、必要な検討及び政策立案等に取

り組むことを強く期待したい。」が記述されており、国において継続

的に空き家及びその対策の状況を把握・検証していくこととしていま

す。 

96 第一回資料 6 の「借地上の特定空家等除却により発生する便益の調

整」について、土地所有者という利害関係人が存在しながら、その土

地上の特定空家を代執行などで税金を投入して壊すのは不公平だと思

います。方向性をとりまとめて追記してほしいです。 

借地上であっても、特定空家等は周囲に悪影響を及ぼすものであり、

早急に対処する観点から、代執行等の手段で除却等を行うことはやむ

を得ないケースがありますが、頂いたご意見については、今後の施策

の検討・立案において参考とさせて頂きます。 



97 旧借地借家法による借地（旧法借地）の老朽空き家の場合、建物と土

地の所有者が違うため、空き家を特定空家に指定し空家特措法による

固定資産税の減免の撤廃をしても土地の所有者が負うことになり建物

所有者への直接的な効果がない。土地の固定資産税の減免の撤廃では

なく特定空家の建物自体への固定資産税を懲罰的に高額に上げること

に変更できないか。 

住宅用地特例の解除が空き家所有者の対応にどのような影響を及ぼす

かについては、権利関係のほか、所有者の状況、地域の実情等によっ

ても異なるため、様々な取組の選択肢が必要であることから、住宅用

地特例に関する取組だけでなく、４．（４）に様々な取組が記述され

ているところです。頂いたご意見については、今後の施策の検討・立

案において参考とさせて頂きます。 

98 借地上の建築物については、土地所有者の理解や承諾が得られないた

めに、修繕すらも行えないケースがあり、こうした要因で改善が進ま

ないものもあり課題として示すべき。 

一般的には、借地上の建築物についても、通常の修繕であれば土地所

有者の承諾なく行うことができるとされております。頂いたご意見に

ついては、今後の施策の検討・立案において参考とさせて頂きます。 

99 建築基準法のセットバックした場合でも、セットバック用地が私用で

占有された結果、道路として利用されず、狭隘道路の先が空き家とな

っているのではないか。セットバック用地を確実に道路として利用で

きる様な法整備が必要。 

セットバックした用地については、建築基準法上の道路として使用す

ることが必要です。 

 

○ その他のご意見 

 パブリックコメントにおける主なご意見 見解・対応等 

100 相続人不存在である建物が年々増加しており、現在誰でも安易に相続

放棄ができてしまう状況であり、これを抑制する方法・相続放棄のあ

り方を検討すべきである。 

相続放棄は民法に基づき認められた権利であり、空き家問題だけの仕

組みではないため、本小委員会の検討対象とすべきではないと考えま

す。頂いたご意見については、今後の施策の検討・立案において参考

とさせて頂きます。 

101 相続放棄に伴い相続人が不存在となる際の相続財産管理人選任申立て

の義務化。自治体が代行しているのが現状だが、所有者の責務として

申立てるべきと考える。 

頂いたご意見については、今後の施策の検討・立案において参考とさ

せて頂きます。 

102 空き家対策関係者におけるスペースシェアの認知向上、空き家相談の

人材育成の観点から、次のような具体的方策を例示として挙げること

も検討頂きたい。 

今後の空き家対策のあり方全体を議論する本小委員会のとりまとめに

おいて、すべての活用手法について取り上げることは困難ですが、頂

いたご意見については、今後の施策の検討・立案において参考とさせ



- スペースシェア化を選択肢に入れた「空き家利活用ハンドブック」

を作成し、自治体・NPO 等の空き家対策関係者への周知、空き家相

談窓口での配布等に活用すること 
- 民間の専門家を中心に「国交省 空き家利活用アドバイザー」を認

定し、スペースシェアを含めた空き家の多様な利活用方法を全国の自

治体・NPO 等と連携して啓発すること 

て頂きます。 

103 本とりまとめにおいて上記のような記載を盛り込むにとどまらず、

「空き家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するための基本的

な指針」を改正し、空き家等対策に携わる地域の関係者とスペースシ

ェア事業者との連携促進を図って頂きたい。 

基本指針の性質上、すべての活用手法について取り上げることは困難

と考えます。頂いたご意見については、今後の施策の検討・立案にお

いて参考とさせて頂きます。 

104 売却困難な相続人不存在の空き家は売却ができず放置される可能性が

高いのではないかと考えますが、空き家が解体されて空き地となれ

ば、民法で規定されている国庫に帰属して適正に管理されていくので

しょうか。 

相続人不在の場合は、相続財産管理制度等の活用が想定され、その場

合、利害関係者等の請求により裁判所が選任した管理人が管理、処分

を行っていくことになります。財産管理制度についは、４．（４）②

において「・相続人が不存在の場合等、空き家の適切な管理が見込ま

れない場合に、市区町村による財産管理制度の利用を円滑化する仕組

みを設ける。」と記載しております。頂いたご意見については、本と

りまとめに基づく取組を具体化する段階の参考とさせていただきま

す。 

105 空き家でも健全な状態で不動産市場にのるものは対策する必要はあり

ません。反対に老朽化し近隣へ悪影響があれば人が住んでいても対策

は必要になります。突きつめると、空き家対策として指導が必要な状

況は存在せず、老朽家屋対策を混在させているから指導勧告代執行が

必要となる状況です。 
方針を見直す中では十分に検討し定義の再設定を求めます。 

空き家問題は、家屋が適切に管理されないまま放置される結果、周辺

へ悪影響を及ぼすこととなる問題と考えます。本小委員会では、こう

した問題に対して、空き家の発生抑制、活用、適切な管理・除却の促

進方策を検討してまいりました。 

106 とりまとめの方向性（案）に記載のとおり、空き家問題は様々な分野

の問題を含んでおり、各分野の制度・法律等に基づいた対応が必要と

頂いたご意見については、今後の施策の検討・立案において参考とさ

せて頂きます。 



なるため煩雑となっている。このため、「空き家」を主軸において、統

一的な仕組みを作ることはできないか 
107 住居系の用途でも、空き家が多い地域については、産業誘致や企業立

地が可能な用途に見直すなど、用途地域の見直しを柔軟に行うことが

できる法整備・環境作りを行うべき。 

頂いたご意見については、今後の施策の検討・立案において参考とさ

せて頂きます。 

108 令和 3 年の民法、不動産登記法の改正については、空き家対策の観点

からも非常に有意義な改正であったと考えるが、一方で、改正から１

年半あまりが経過した現在も改正の内容について物件所有者の認知が

進んでいるとは言い難い。国はマスメディアなどを使って周知徹底に

努める必要がある。 

頂いたご意見については、今後の施策の検討・立案において参考とさ

せて頂きます。 

 


